
独占禁止法改正法の一部施行に伴い整備する関係政令について 

令和元年１２月３日 

公 正 取 引 委 員 会 

 公正取引委員会は，「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一

部を改正する法律」（令和元年法律第４５号。以下「改正法」といいます。）の

一部（課徴金の延滞金の割合の引下げに係る規定及び犯則調査手続における電

磁的記録の証拠収集手続の整備に係る規定）の施行に向けて，関係政令につい

て整備を進めてきたところ，下記１及び２の関係政令について，本日閣議決定

されました。 

 なお，関係政令については，令和元年１２月６日に公布される予定です。 

１ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律

の一部の施行期日を定める政令 

  改正法の一部（課徴金の延滞金の割合の引下げに係る規定及び犯則調査手

続における電磁的記録の証拠収集手続の整備に係る規定）の施行期日につい

ては，別紙１のとおり，令和２年１月１日とします（注１）（注２）。 

（注１）一部の改正規定（検査妨害罪の法人等に対する罰金額の上限の引上げ

等）については，令和元年７月２６日に施行済みです。 

（注２）その他の改正規定（課徴金制度及び課徴金減免制度の見直し）について

は，改正法公布の日である令和元年６月２６日から起算して１年６月を超え

ない範囲内において政令で定める日に施行されます。 

２ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律施行令の一部を改正す

る政令（以下「改正施行令」といいます。） 

公正取引委員会では，改正法の一部（課徴金の延滞金の割合の引下げに係

る規定）の施行のために必要となる政令の整備等をするため，改正施行令案

を１０月１日に公表し，同月３０日を期限として，広く意見を募集したとこ

ろです。 

問い合わせ先 公正取引委員会事務総局経済取引局総務課企画室 

        電話 ０３－３５８１－５４８５（直通） 

ホームページ https://www.jftc.go.jp/ 



今回の意見募集において，改正施行令案に対する意見は提出されなかった

ことから（注３），改正施行令は，法制的観点から附則第２項について所要

の修正を加えた上で（注４），別紙２－1 及び別紙２－２のとおり，本日閣

議決定されました。 

   なお，改正施行令については，改正法の一部の施行期日（令和２年１月１

日）から施行することとします。 

  （注３）改正施行令案の内容には関係しない意見が１件ありました。 

  （注４）規定の内容を変更するものではありません。 



参考 

独占禁止法改正法の施行日について 

 独占禁止法改正法は，次のとおり，３つの時期に分けて施行されます（改正法附則

第１条に規定）。 

１：公布の日から起算して１月を経過した日に施行（第１号） 

  ※令和元年７月２６日に施行済み 

○ 繰り返し違反に係る規定（このうち，最初の課徴金納付命令等よりも前に同時並

行する違反行為を取りやめていた場合を除外する部分）の改正 

○ 検査妨害罪の法人等に対する罰金額の上限の引上げ 

２：公布後９月を超えない範囲内において政令で定める日に施行（第２号） 

  ※令和２年１月１日に施行

○ 課徴金の延滞金の割合の引下げ 

○ 犯則調査手続における電磁的記録の証拠収集手続の整備 

３：公布後１年６月を超えない範囲内において政令で定める日に施行（柱書） 

○ 課徴金制度の改正 

（課徴金の算定基礎，算定率の見直し等，上記１及び２以外の改正事項） 

○ 課徴金減免制度の改正 

（調査協力減算制度の導入） 

＜参考＞附則第１条

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年六月を超えない範囲内において政

令で定める日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。 

一 第一条中私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（以下「独占禁止

法」という。）第七条の二第七項、第九十四条の二並びに第九十五条第一項及

び第二項の改正規定並びに附則第十二条、第十三条及び第十五条の規定 公布

の日から起算して一月を経過した日 

二 第一条（前号に掲げる改正規定を除く。）及び次条の規定 公布の日から起

算して九月を超えない範囲内において政令で定める日 


